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 災害発生時において，道路は重要な役割を担うため，深刻な機能不全とならないような道路ネットワ

ークの構築が必要といえる．しかし，現行の道路整備評価手法では，平常時の便益のみを評価するにと

どまっており，災害時の道路の機能について評価できているとはいいがたい．本研究では，孤立に対す

る不安感を定量化することで，先行研究である道路整備による災害に対する耐災性向上便益の評価手法

の確立をめざす．先行研究により得られた孤立に対する不安感の大きさのパラメータを用い，岐阜県飛

騨圏域を対象として豪雨災害を想定したケースにおける便益評価を行った結果を報告する． 
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1. はじめに 

 

1.1 研究背景 

 災害発生時において，道路は救命救急活動路や物

資輸送路として利用され，重要な役割を持っている．

しかし，2004 年に発生した新潟県中越地震や，2008

年に発生した岩手・宮城南部地震では，中山間部に

おいて道路の途絶によって孤立集落が発生し問題と

なった．また，孤立集落の問題だけでなく，重傷者

を搬送中する際に，道路途絶により大幅な迂回を強

いられた場合，命の危険にかかわる深刻な問題が生

じる可能性がある．このように，道路な役割を担っ

ており，深刻な機能不全とならないような道路ネッ

トワークの構築が必要である．一般的に道路の整備

効果を評価する際には，「道路整備評価マニュアル」

1)に準じて費用便益分析を行う．道路整備評価マニ

ュアルでは，平常時の便益について走行時間短縮・

走行経費減少・交通事故減少の主に 3 つの便益につ

いて評価しているが，災害時の道路機能については

対象としていない．一方で，東日本大震災発生後に

とりまとめられた，「道路の防災機能の評価手法（暫

定案）」2)では，道路の必要性・有効性・効率性をも

って災害時の道路機能を評価しているが，この中で

は道路整備により孤立の恐れが回避される道路は費

用便益比にかかわらず整備を行う形となっており，

孤立の危険性が緩和される効果について貨幣単位で

計測されているわけではない．しかしながら，限ら

れた予算の中で効率的に道路整備を行うためには，

災害時の道路機能を便益算定し，貨幣単位で示すこ

とで他の便益と総合的に評価することが必要である． 
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1.2 本研究の位置づけと目的 

先行研究において，原田ら 3)は，「公共事業評価の

費用便益分析に関する技術指針（共通編）」4)の評価

方法を考慮し，「期待被害額の軽減」と「不安感の軽

減」の二つの観点から災害に対する耐災性向上便益

について，貨幣単位で評価する手法を提案した．「期

待被害額の軽減」は交通損失の軽減として考え，「不

安感の軽減」は孤立に対する心理的不安の軽減に着

目し，代替経路を確保することで不安感の軽減を評

価した．この原田らの提案した災害時の道路機能確

保便益は，図 1 に示すように従来の便益評価に合算

可能な防災機能の便益である． 

この研究では便益評価方法論を提案するにとどま

っており，心理不安の軽減に関しては孤立に対する

不安感のパラメータの評価が課題として残されてい

る．さらに，小野ら5)は，原田らが提案した便益評

価手法に改良を加えた上で，Webアンケート調査に

より孤立に対する心理不安の軽減便益のためのパラ

メータを推定している．本稿においては，これら一

連の研究をうけ，確立された孤立に対する心理不安

の軽減便益を考慮した道路ネットワーク評価手法を

岐阜県飛騨圏域に適用することで提案した手法の妥

当性を論じることとする． 

 

2. 代替経路確保便益定量化手法の検討 

 

2.1 交通損失の軽減便益
3)

 

交通損失の軽減便益は，長大な迂回や過度な交通

渋滞によって生じる時間損失と，経路の途絶や過度

の渋滞によってトリップを中止することで生じる機

会損失の軽減による便益で評価を行う． 

時間損失（式(1)）と機会損失（式(2)）の和を交通

損失と定義し，その期待値（式(3)）を算出し，整備

有無の差分を便益（式(4)）とする．式(1)では，整備

wにおける災害時の総走行時間Tiと整備wにおける

平常時の総走行時間T0の差分をとっている．時間価

値vを乗じることで，貨幣単位に変換する． 

  vTTL wiwiw  01
 (1) 

  vqqL
e weeiwiw   02   (2) 

  
i iwiwiw LLPL 21

 (3) 

w

Loss LLB  0
 (4) 

ここで，Liw1：時間損失，i：被災状態を表す添え字

で i=0 のとき平常時を表す．w：整備案を識別する記

号で w=0 のとき整備なしを表す． T：ネットワーク

全体の総走行時間（台・分／日），v：1 台あたりの

時間価値（円／分），Liw2：機会損失，：トリップ中

止の閾値（分），qeiw：整備 w 災害 i 仮想リンク e に

おける交通量（トリップを中止した交通量），P：災

害 i の発生確率，Lw：道路利用者の経済損失（交通

損失）の期待値，B
Loss：整備便益． 

 

2.2 経路確保における便益評価手法 

災害時に経路が確保される便益を，プロジェクトを

行うために必要な最大の支払額と定義すると，整備を

しない場合の期待効用と整備した場合の期待効用と

がつり合う支払額で評価できる．式(5)にそれぞれ対

策前（左辺）と対策後（右辺）の間接効用関数を示す．

V(.)は所得，価格 m，環境 H（生活環境を表現する

状態変数）の場合に得られる最大効用を意味する． 

    
i iwiwiwiwi ioioioio CVmHVPmHVP ,,,,   (5) 

ここで，o：整備なしの場合(without)，w：整備あり

の場合(with)を示す記号．Pi：災害 i の発生確率，V( )：

間接効用関数，H：環境水準，m：財・サービスの価

格，Ω：所得，CV：支払意思額． 

環境水準Hは，式(6)のように定義した．災害時に拠

点となりえる最寄りの市役所や県庁までの非重複経

路数nの対数をとることで評価逓減を表現し，途絶日

数κで重みづける． 

  11ln  iwiiw nH                      (6) 

ここで，n：市役所・県庁までの非重複経路数，κ：

途絶日数． 

式(5)を計算するため，ある地域の代表的個人の消

費行動に，効用関数（式(7)）を仮定する．交通サー

ビス（財1）と合成財（交通サービス以外の財・サー

 

図 1 道路整備評価の全体像 
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ビスをまとめた財2）の2つを考える．所得のうち割

合だけ交通サービスを利用する．γは，環境Hによ

る不安感が，効用に与える影響の大きさを意味する

パラメータである． 

   HxxU  1

21
   (7) 

ここで，x1：交通サービス消費量，x2：合成財消費

量，：交通サービスの消費割合，γ：環境水準に対

する重み．m1：交通サービス価格，m2：合成財価格． 

 

式(7)の対数をとり，予算制約付き効用最大化問題

として式(8)を定式化する． 

  HxxUV lnln1lnlnmax 21       (8) 

 2211.. xmxmts 　                    (9) 

  11 mx                           (10) 

   22 1 mx   (11) 

さらに，ラグランジュ未定乗数法により最適性条件

を記述することで需要関数(12)を得る． 

CHV  lnln                     (12) 

なお，交通サービス価格m1と消費割合は，道路

利用者の便益との二重計測を避けるため，災害前

後・整備有無によらず一定と仮定し，定数項Cにま

とめている．この仮定は，純粋に代替経路確保の効

果のみを計測するため，他の値を固定していること

と解釈できる． 

式(12)を式(5)に代入しCVについて解くと，次式

(13)を得る．式(5)のCVは以下の式(13)ように求める

ことができる． 

   





  


iP

i iiw HHCV 011       (13) 

式(13)は，所得Ωが掛け合わされていることで，金

銭単位に変換されている．また，式(13)より，CVは

所得Ωに比例して大きくなる． 

さらに，式(13)はある地域の個人あたりの支払意

思額である．そのため，地域ごとで経路確保の状況

は異なるため，それぞれの地域に式(13)を適用する．

代替経路確保の便益は，各地域の人口と１人あたり

の支払意思額との積和により算出できる．  

  
r rrresident CVGB                 (14) 

ここで，Bresident：地域住民の代替経路確保便益，Gr：

地域 r の人口，CVr：地域 r の 1 人当たりの支払意思

額（円）． 

以上のように，代替経路確保便益評価のためのモ

デルの改良を行った．さらに，式(13)のパラメータ γ

の値を Web アンケート調査から推定した． 

 

3. Web アンケート調査 5) 

 

3.1 調査手法 

災害時の孤立に対する心理的不安感を計測する手

法として，コンジョイント分析を用いた．コンジョ

イント分析は，評価対象の価値を属性単位で評価可

能であり，かつ属性別の評価にあたっては，個別に

尋ねなくてもアンケート調査結果から間接的に推定

が可能である 6）．さらに，本研究では住民が孤立に

対して不安感を抱く原因となる災害の発生頻度や災

害が発生した際に使用できる道路の本数といった要

因の評価も行うため，複数の評価が可能なコンジョ

イント分析を採用した． 

 

3.2 調査シナリオ 

アンケート調査の概要を表 1 に示す．対象者は，

岐阜県，新潟県，長野県に居住する 20 歳以上の方に

対し，Web アンケート調査方式を採用し，予備調査

で回答者が災害時に孤立危険性のある地域に居住す

るかどうかを聞くことで，孤立予想集落に居住する

住民を重点的に抽出した．そのうえで，孤立予想集

落に居住している人と，それ以外の地域の人とでサ

ンプルの割り付け回収を行い，孤立予想集落に居住

する人のサンプル数を全体の 6 割を確保した． 

本調査は，災害発生時に失われる道路の接続性と

道路整備にかかる負担金を示し，その道路整備の政

策が賛成か反対かを聞くことで集落の孤立に対する

心理的不安の定量化を行うことを目的とする．本調

査におけるシナリオは，評価モデルの中から γ の推

定に必要なものを抽出し，表 2 のように属性と水準

を設定した．質問項目は，実験計画法 L16 の直交表

に当てはめて 16 パターン作成した． 

 

3.3 パラメータの推定方法 

孤立に対する不安感を定量化する際に，2 章で説

明した評価手法の式を使ってモデル式を作成する．
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まず，式(5)を政策前の期待効用（EUi0）と政策後の

期待効用（EUiｗ）とにそれぞれ分けると式(11)，(12)

となる． 

 ioioioioi mHVPEU  ,,0
 (15) 

 CVmHVPEU iwiwiwiwiw  ,,  (16) 

ここで，o：整備なしの場合(without)，w：整備あり

の場合(with)を示す記号．Pi：災害 i の発生確率（i=0

のとき平常時を表わし，i≠0 のとき災害時を表わす），

V(.)：間接効用関数，H：環境水準，m：財・サービ

スの価格，Ω：所得，CV：支払意思額（道路整備の

価値）． 

式(15)，(16)に，式(12)に述べられている間接効用

関数V(.)をそれぞれ代入すると，式(17)，(18)を得る． 

 CHPEU iii  00 lnln   (17) 

  CHCVPEU iwiiw  lnln   (18) 

また，C は，交通サービス価格 m と消費割合を

示している．道路利用者の便益との二重計測を避け

るため，災害前後・整備有無によらず一定と仮定し

ているため，EUi0と EUiwの C は同値であるため無視

できる．さらに，EUi0と EUiwとが同一となるような

値が CV であるが，ここでは提示された負担額 AoE

（Amount of Expense）に対し，賛成・反対を質問し

ている．よって，次の式(19)，(20)に変形できる． 

    lnln 00 iiii PHPEU   (19) 

    AoEPHPEU iiwiiw  lnln  (20) 

以上を踏まえ，アンケート調査結果を使い，ロジ

ットモデルを用いてパラメータ γの値を推定する． 

一般的なロジットモデルにおいては，効用の単位

が不定のため，分散パラメータ θを 1 に設定しパラ

メータを推定する．しかし，本研究においては間接

効用関数 V(.)が金銭単位である．そのため，推定の

際には，式(22)，(23)のように，第 2 項にもパラメー

タを設定し，θ=1 と仮定して α と β の値を求めてか

ら，式(24)のように αを βで除して γを求める． 

    lnln 00 iiii PHPEU   (22) 

    AoEPHPEU iiwiiw  lnln   (23) 

   (24) 

ここで，α：環境水準のパラメータ，β：年間所得の

パラメータ，o：整備なしの場合(without)，w：整備

ありの場合(with)を示す記号．Pi：災害 i の発生確率

（i=0 のとき平常時を表わし，i≠0 のとき災害時を

表わす），H：環境水準，Ω：所得，AoE：年間負担

額． 

説明変数については，災害発生確率 Piと環境水準

H，負担額 AoE はアンケートの調査票から設定する．

アンケート調査により世帯所得 Ω を聞くことで，環

境水準を表す説明変数の項（Pi ln Hi0，Pi ln Hiw）と

年間所得を表す説明変数の項（Pi ln Ω，Pi ln(Ω-AoE)）

を作成する． 

 なお，Web アンケート調査においては，同一個人

から複数回の回答を得ているため，それらの回答群

には系列相関が生じうる．ここでは個人差を考慮す

るための平均ゼロのランダムパラメータを導入して

いる．推定に際しては，スイス連邦工科大学ローザ

ンヌ校の Michel Bierlaire 教授が中心となって開発し

ており，無料で利用できる BIOGEME
8)を使用した． 

 

3.4 推定結果 

 孤立が解消されるための代替経路確保の便益は，

孤立予想集落に居住する住民に帰着するものである

ため，孤立危険性の定量化に関しては，評価対象を

孤立予想集落に居住する住民に絞る必要がある． 

表 3は，孤立予想集落に居住しているかどうかに

よって年間所得に関するパラメータを個別に設定し

モデルを推定した結果である．この結果より，孤立

予想集落の γの値はそれ以外の地域の γの値のおよ

そ 3 倍の値になることという結果となった．表 4は

孤立予想集落に居住する住民を被災経験の有無によ

って年間所得に関するパラメータを個別に設定しモ

デルを推定した結果である．被災経験の有無の考慮

は，回答者が仮想的な状況を想定できなかった可能

表 1 アンケート概要 

 

表 2 属性と水準 

 

 

岐阜県，新潟県，長野県

Webアンケート調査

2013年12月19日～12月20日

孤立予想集落 516サンプル

それ以外の地域310サンプル

合計 826サンプル

調査方法

実施期間

有効
サンプル

対象地域

属性 災害発生頻度 途絶日数
整備なし
の経路数

5年に一度 1日 0本（孤立） 500円 1000円
100年に一度 1週間 1本 5000円 1万円

3万円 5万円
10万円 15万円

金額

水準
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性があるため，被災経験の有る人であれば，少なか

らず災害時にどのような負便益が生じるか想定でき

ると考えられるためである．この結果も，全てのパ

ラメータが統計学的に 5％有意となっている．さら

に，パラメータ推定値の差の検定も，有意水準 5%

で統計的に有意となった．これより，被災経験のあ

る人の γの値は被災経験のない人の γの値のおよそ

3 倍の値になることという結果となった． 

 

4. 岐阜県飛騨圏域のケーススタディ 

 

4.1 ケーススタディの設定 

 本章では，岐阜県の飛騨圏域に災害時の便益評価

手法を適用する．なお，計算にあたっては，孤立に

関するパラメータ γ を被災経験のある方についての

推定結果である 0.04382 とした． 

岐阜県飛騨圏域は岐阜県北部に位置する中山間地

域である．集中豪雨の発生時に土砂災害の危険性の

高い場所が数多く存在するため，降雨時に土砂災害

の発生する恐れがある区間について通行規制区間が

定められている．降雨による通行規制区間は，岐阜

県の管轄道路において平成 26 年 1 月 1 日現在で 86

カ所 500.8km
9）指定されている．県の管轄道路の総

延長が 4184.3km であるため，およそ 1 割の道路が豪

雨時に通行規制区間になる．また，飛騨圏域の交通

の骨格を担う国道 41 号も雨量規制区間が定められ

ており，豪雨による不通が，岐阜県の交通や飛騨圏

域の地域住民に大きな影響を与えている． 

ケーススタディでは，豪雨災害を想定し，過去21

年間の豪雨履歴により豪雨発生エリアおよび豪雨発

生確率を設定する．豪雨の定義を時間降水量50mm

以上とし，豪雨が発生した場合は，1日の通行止めが

行われるとする．飛騨圏域に関連するアメダスとし

て，岐阜県内15，富山県内1の計16地点を抽出した．

それらの地点をボロノイ分割することでボロノイセ

ルを作成した．図2はボロノイセルと雨量規制区間を

示している．このボロノイセルにより，アメダスの

観測データを用いて，あるエリア一区画の豪雨の有

無を判定する．表5では，過去28回発生した豪雨（時

表 3 居住地域別の推定結果 

 

表 4 被災経験別の推定結果 

 

**：1%有意 *：5%有意 

表 5 降雨パターンより作成した豪雨シナリオ 

 

説明変数 係数

尤度比 0.122

α （環境水準） 3.57 **

β 1（年間所得：孤立集落） 168 **

β 2（年間所得：その他の地域） 483 **

分散 1.37 **

β 1-β 2の差 0.0416 **

γ 1(孤立集落）

γ 2(その他の地域）

0.02125

0.00739

説明変数 係数

尤度比 0.123

α （環境水準） 3.51 **

β 1（年間所得：被災経験無し） 263 **

β 2（年間所得：被災経験有り） 80.1 *

分散 1.45 **

β 1-β 2の差 0.0386 *

γ 1(被災経験無し）

γ 2(被災経験有り）

0.01335

0.04382

i 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 頻度 確率
1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 6 0.00078
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 5 0.00065
3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 3 0.00039
4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 0.00026
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0.00026
6 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
8 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
9 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
10 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0.00013
12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0.00013
13 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
14 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0.00013
15 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0.00013

ボロノイセルのID

災
害
I
D
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間降水量50mm以上の降雨）をボロノイセルの組み

合わせにより分類した結果を示しており，15種類に

分類できた．この過去実現した15パターンを豪雨シ

ナリオとして想定する． 

 計算ネットワークは，2005 年の道路交通センサス

に基づいており，2030 年の将来ネットワークより，

2012年 1月現在に供用しているリンクを追加してい

る．代替経路確保の便益は，交通量の概念がないた

め，岐阜県を中心として，周囲の地域に北陸と長野

県を含む中部圏のネットワークで計算する．一方で，

交通損失の軽減便益は，岐阜県内の通過交通を考慮

するため，関東地方から中国地方までを含む道路網

で計算を行う．交通損失の軽減便益を算出するため

に必要な「リンク所要時間」と「リンク交通量」は，

交通需要予測パッケージ JICA STRADA を用いる．

リンク数 17,345，ノード数 11,443 のネットワークで

交通量配分を行う．代替経路確保の便益は，評価対

象地区について，自都市の拠点（市役所）までの非

重複経路数を用いて，心理的不安の軽減分を計算す

る．世帯あたり所得は，総務省の全国消費実態調査

から，世帯数は，国勢調査から設定する． 

図 3，図 4，図 5に評価区間と雨量規制区間の位置

関係を示す．w=1 は，2012 年 7 月に開通した区間で

あり，w=2 は建設が予定されている区間である．w=3

は本研究において追加した区間である．w=2 によっ

て雨量規制のない区間に接続することができる．ま

た，w=3 より国道 41 号の雨量規制区間避けることが

できる． 

 

4.2 計算結果 

 図 6では，災害時の便益評価結果について，交通

損失の軽減便益を黄色で経路確保便益を赤色で示し

ている．3 つの整備案の中では，w=3 が僅かである

が便益が大きい．交通損失の軽減便益と経路確保便

益を比較すると，全ての整備案で交通損失の軽減便

益の方が上回っていることがわかる．整備効果が最

も大きい w=3 でも，経路確保の便益が 45 万円/月ほ

どしかなく，交通損失の軽減便益の約 7 分の 1 の効

果でしかない．このことより今回推定されたパラメ

ータを用いる場合，経路確保の便益は低い． 

図 7 では，従来の便益評価と災害時の便益評価の

結果を示している．災害時の便益は，交通損失の軽

減便益と経路確保便益を足し合わせたものであり，

 

図 2 ボロノイセルと雨量規制区間 

 

 

図 3 w=1 と雨量規制区間との位置関係 

 

図 4  w=2 と雨量規制区間との位置関係 

 

図 5  w=3 と雨量規制区間との位置関係 
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従来の便益を青色で，災害時の便益を赤色で示した

が，図 7 からわかるように，従来便益が年間 1～23

億円存在するのに対して，災害時の交通損失軽減と

経路確保便益の和は年間 300 万円であり，非常に小

さくなった． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，先行研究で提案されていた災害時を

考慮した便益評価手法を用い，さらには Web アンケ

ート調査結果から得られたパラメータを用い，岐阜

県飛騨圏域を対象とし，豪雨災害に対し，便益算定

を試みた．この結果，災害時の便益は従来の便益と

比較すると非常に小さいという結果となった．この

ような結果となった主たる要因は，孤立に対するパ

ラメータの推定結果が非常に小さかったためであ

る．その理由の１つとして，アンケートの回答者が

道路の途絶によって生じる負便益を想定できなかっ

たことが考えられる．被災経験を考慮したが，それ

でもまだ不十分であると考えられる．また，評価対

象の道路がそれほど重要視されていない可能性があ

る．道路は公共施設であり，災害によって被害を受

けた場合に公的資金の投入により早期に修復される．

そのため，実質的にはリスクがない状態と同等であ

ると考えられる．9)
 このように、いくつかの理由に

より、パラメータ γ の真値に近い値を得られなかっ

た可能性がある。そのため，推定方法やデータの切

り分け方法などについて，さらなる検討が必要であ

る． 

また，今回は孤立予想集落に居住しているか，被

災経験の有無でしかデータ分類を行わなかったが，

孤立に対する不安感は地域差が存在すると考えられ

る．今後は個人属性などを考慮が必要である．さら

に，今回のアンケート調査はインターネット方式を

採用したため，回収した年齢層が実際に住んでいる

人の年齢層と差があると考えられる．そのため，年

齢などの基本属性の考慮を行い，正確な便益算定を

試みる必要がある． 
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図 7 便益評価結果 
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